
 

様式第１号 

工事等前金払に関する申出書 

 
 

年   月   日  

（ あ て 先 ） 東 金 市 長 

 
住 所  
商 号 又 は 名 称  
代 表 者 氏 名            ㊞ 

 
 契約約款第３５条に定める前金払の請求を予定しておりますので、下記のとおり申し出ます。 

 
 
記 

 
 
 
１．工事等の名称                         

 
 
２．契 約 日  平成  年  月  日 

 
 
３．請 負 代 金 額                     円  
 
 
４．請 求 予 定 日  平成  年  月  日 

 
 
５．請求予定金額                     円  

 

  



 

様式第２号 

                     前 払 金 請 求 書 
 
 

                                                              平成  年  月  日 
 
 
東金市長         様 
 
 

住 所  
商 号 又 は 名 称  
代 表 者 氏 名        ㊞ 

 
 下記のとおり前払金（中間前払金）を請求いたします。 

 

記 

 

請 求 金 額 金               円 

工 事 名    

工 事 場 所    

請 負 代 金 額                       円 

 
 振 

 
込 
 
先 

  金 融 機 関 ・ 店 舗 名 預金種目   口  座  番  号  

 
 

             銀行        支店 

        

 
      相手方（債権者）コード  枝 番  

  

 
 (ﾌﾘｶﾞﾅ)    

名 義 人 
 

 



 

様式第３号 

中間前金払と部分払の選択に係る届出書 
 

年  月  日   

（あて先）東金市長 

 
住 所  
商 号 又 は 名 称  
代 表 者 氏 名          ㊞ 

 
 
 下記の工事について、中 間 前 金 払 （  部 分 払  ）を選択するため届出します。 
 

記 
 

工 事 名  

工 事 場 所   

請負代金 額                       円 

工 期    年  月  日 から   年  月  日 まで 

 
注 意 
 中間前金払又は部分払のいずれかを選択する場合は、契約締結時に必ず提出すること。

選択後は変更ができないものとする。特定建設工事共同企業体をなす場合は、すべての構

成員が記名押印すること。なお、中間前金払を選択した場合は、部分払金の請求ができな

いものとする（ただし、継続事業においては会計年度末における部分払の請求ができるも

のとする。）。また、部分払を選択した場合は中間前金払金の請求はできないものとする。 



 

様式第４号 

中間前金払に係る認定請求書兼申出書 
 

年  月  日  

（あて先）東金市長 

 
住 所  
商 号 又 は 名 称  
代 表 者 氏 名         ㊞ 

 
 下記の工事について、中間前払金の請求要件を満たしていることを認定していただきた

く認定資料を添え、請求いたします。また、お認めいただければ本件に係る中間前払金を

請求する予定ですので、併せて申し出ます。 
 

記 
 
 

工 事 名  

工 事 場 所   

契約年月 日          年    月    日 

工 期      年  月  日 から   年  月  日 まで 

請負代金 額                       円 

認 定 資 料  工事履行報告書、工程表、その他資料 

注 意 
 特定建設工事共同企業体をなす場合は、すべての構成員が記名押印すること。 
 認定資料を添付のこと。 



 

様式第５号 

中 間 前 金 払 に 係 る 認 定 調 書 
 

   第    号 
年  月  日   

（受注者） 様 

 
東 金 市 長            ㊞  

 
 
 中間前金払に係る認定請求書の提出のあった下記の工事について、その内容を調査した

ところ、中間前金払をすることができる要件を具備していると判断できるため認定しま

す。 
 

記 
 

工 事 名  

工 事 場 所   

工 期    年  月  日 から   年  月  日 まで 

請負代金 額                       円 

摘 要 

□ 工程表により予定通りの進捗であること。 
□ 工期の２分の１を経過していること。 
□ 出来高が２分の１以上の額に相当すること。 
□ 認定請求書及び認定資料に不備等がないこと。 

 
注 意 
摘要欄へは、認定にあたり必要な項目を調査し、確認できた際にチェックすること。 

 

 


